登録免許税の非課税の適用を受ける不動産の証明手続きについて
企業年金基金等においては下記に該当する土地・建物を取得する場合に、厚生労働大臣より証明を受けることにより、登録免許税の非課税の適用を受けることができます。

1事務所用建物（専ら自己の事務所の用に供する建物をいう。以下同じ。）の所有権の取得登記又は当該建物の敷地の用に供する土地の権利の取得登記

2確定給付企業年金法第九十一条の十八第五項又は第九十四条（福祉事業）の事業の用に供する建物の所有権の取得登記又は当該事業の用に供する土地の権利の取得登記（これらの規定の規約に福利及び厚生に関する事業を行う定めがある場合に当該企業年金基金又は企業年金連合会が受ける登記に限る。）
3国民年金法第百二十八条第二項又は第百三十七条の十五第三項（福祉施設）の施設の用に供する建物の所有権の取得登記又は当該施設の用に供する土地の権利の取得登記

【提出いただく書類】（次ページ以降を参考にしてください。）
1 登録免許税の非課税の適用を受ける不動産である旨の証明願

2 （別紙）登記事項の内容

3 証明書を必要とする理由書

【添付いただく書類】

1 当該不動産が上記の不動産であることを確認できる書類

2 当該不動産の所有が確認できる書類の写し

※なお、書類の提出から証明の発行までは、おおよそ1ヶ月程度要しますのでご承知おき願います。
文書番号
　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日
厚生労働大臣　殿

○基第○○○○○○号

住　　所

○○○○○○基金

理事長　○○　○○　
登録免許税の非課税の適用を受ける不動産である旨の証明願

　別紙記載の不動産は、登録免許税法（昭和４２年法律第３５号）別表第３の２の項の第３欄の第１号又は第２号に規定する不動産に該当することを証明願います。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

厚生労働省発年　　　　　　号

令和　　　年　　　月　　　日

上記のとおり相違ないことを証明します。

厚生労働大臣

（別紙）登記事項の内容

１．土地

	所在
	地番
	地目
	地積
	権利の種類

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（記載上の注意）

１．「所在」、「地番」、「地目」及び「地積」欄は、いずれも登記簿の記載にあわせて記載すること。

２．「権利の種類」欄は、所有権、地上権又は賃借権の別を記載すること。

２．建物

	所在
	家屋番号
	種類
	構造
	床面積
	権利の種類

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（記載上の注意）

１．「所在」、「家屋番号」、「種類」、「構造」及び「床面積」欄は、いずれも登記簿の記載にあわせて記載すること。

２．「権利の種類」欄は、所有権又は賃借権の別を記載すること。

